
２０１８年７月１８日 

ＵＡゼンセン災害対策本部 

 

平成 30年 7月豪雨 

雇用・労働に関するＱ＆Ａ（第３版） 

 

※Ｑ6、「雇用調整助成金の特例措置」を追加 

 

１．休業 

Ｑ1：今回の豪雨によって事業所が被災し、会社が休業しています。その間は自宅待機を

命じられましたが、給料（休業手当）はどうなるのでしょうか。 

Ａ1：①労基法 26 条では、「使用者の責に帰すべき事由」による休業の場合、使用者は、

休業期間中の休業手当（平均賃金の 60％以上）を支払う義務がありますが、今回

のような天災事変等の不可抗力の場合は、「使用者の責に帰すべき事由」に当たら

ず、使用者は休業手当を支払う法的義務はありません。 

②しかし、就業規則や労働協約、労働慣行に基づき、「使用者の責に帰すべき休業」

のみならず、天災事変等の不可抗力による休業についても賃金や手当が支払われ

てきた場合、使用者はそれらを支払う義務があります。 

③従って、まずは就業規則や労働協約、労働慣行を確認するとともに、その扱いに

ついて会社と協議する必要があります。 

 

Ｑ2：今回の豪雨により、事業場の施設・設備は被害を受けていませんが、取引先や鉄道・

道路が被害を受け、原材料の仕入、製品の納入等が不可能となったことにより従業

員を休業させる場合、「使用者の責に帰すべき事由」による休業に当たるでしょう

か。 

Ａ2：①今回の豪雨により、事業場の施設・設備は直接的な被害を受けていない場合には、

原則として「使用者の責に帰すべき事由」による休業に該当すると考えられ、休

業手当を支払う義務があると考えられます。 

②しかし、休業について、 

・その原因が事業の外部より発生した事故であること 

・事業主が通常の経営者として最大の注意を尽くしてもなお避けることのできな

い事故であること 

の 2つの要件を満たす場合には、例外的に「使用者の責に帰すべき事由」による

休業には該当しないと考えられています。具体的には、取引先への依存の程度、

輸送経路の状況、他の代替手段の可能性、災害発生からの期間、使用者としての

休業回避のための具体的努力等を総合的に勘案し、判断する必要があります。 
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２．雇用調整助成金 

Ｑ3：今回の豪雨のために、会社は休業しました。この場合、会社は雇用調整助成金を利

用できますか。 

Ａ3：①雇用調整助成金は経済上の理由により事業活動が縮小した場合に利用できる制度

ですので、事業の縮小の直接的な理由が豪雨による事業所の損壊だけである場合

は、雇用調整助成金を利用できません。 

②しかし、今回の豪雨の影響による「経済上の理由」によって事業活動が縮小した

場合は、雇用調整助成金が利用できます。経済上の理由の具体例としては、 

・交通手段の途絶により、従業員が出勤できない、原材料の入手や製品の搬出が

できない、来客が無い等のため事業活動が縮小した場合 

・事業所、設備等が損壊し、修理業者の手配や部品の調達が困難なため早期の修

復が不可能であり生産量が減少した場合 

・避難指示など法令上の制限が解除された後においても、風評被害により観光客

が減少したり、農産物の売り上げが減少した場合 

③いずれにしても、雇用調整助成金の申請を検討する場合は、最寄りのハローワー

クに事前に確認するようにしてください。 

④なお、雇用調整助成金を申請する場合には、労使協定が必要です。労使協定は、

休業補償として賃金の 100％支給（短時間組合員を含め）で締結してください。 

 

Ｑ4：取引先が今回の豪雨により事業が縮小し、それによって会社の受注が減少した場合、

雇用調整助成金の対象に当てはまりますか。 

Ａ4：質問のケースでは、上記Ａ3の要件から、雇用調整助成金の対象となる可能性があ

ると思われますが、個別にハローワークへ事情を詳細に説明して判断してください。 

 

 Ｑ5：雇用調整助成金の内容を教えてください。 

 Ａ5：現行の支給要件は、生産量、販売量、売上高などの事業活動を示す指標の最近 3カ

月間の月平均値が前年同期に比べ 10％以上減少している事業所であること等です。

適用を受けると、中小企業は一人あたり休業手当の 3分の 2、大企業は 2分の 1を受

給できます。ただし、今回の豪雨災害を受け、雇用調整助成金の特例措置が講じら

れています（Ａ6参照）。 

 

Ｑ6：今回の豪雨による雇用調整助成金の特例措置について教えてください。 

Ａ6：厚生労働省は、7月 17日、平成 30年７月豪雨に伴う経済上の理由により事業活動

の縮小を余儀なくされ、雇用調整を行わざるを得ない事業主に対して、次のとおり

雇用調整助成金の特例措置を講じることを発表しました。 
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1 要件緩和 

（1）生産指標の確認期間を 3か月から 1か月へ短縮 

現行、生産指標、販売量、売上高などの事業活動を示す指標の最近 3 か月間の

月平均値が、前年同期に比べ 10％以上減少している事業所であることを必要とし

ているが、この指標の期間を最近 1か月とする。 

（2）平成 30年７月豪雨発生時に起業後 1年未満の事業主についても助成対象に 

平成 30 年７月豪雨発生時において起業後 1 年未満の事業主については、昨年

同期の生産指標と比較が困難であるため、災害発生時直前の指標と比較する。 

（3）最近 3か月の雇用量が対前年比で増加していても助成対象に 

現行、雇用保険被保険者および受け入れている派遣労働者の雇用量を示す雇用

指標の最近 3か月の月平均値が、前年同期と比べ 5％以上を超えかつ 6名以上（中

小企業事業主の場合は 10％を超えかつ 4名以上）増加していないことを必要とし

ているが、これを撤廃する。 

 

2 遡及適用（計画届の提出時期） 

現行、休業等に係る計画届は事前の提出が必要であるが、平成 30 年 7 月 5 日以

降に初回の休業等がある計画届から適用することとし、平成 30 年 10 月 16 日まで

に提出のあったものについては、休業等の前に届け出られたものとする。 

 

３．労働時間の短縮・延長 

Ｑ7：緊急事態だからという理由で、会社から営業時間を短縮し、それに伴って所定労働

時間も短縮したいという要請がありました。 

Ａ7：営業時間の短縮に伴う所定労働時間を短縮した場合、短縮された労働時間は「休業」

と同じ扱いと考えるべきですので、上記 1を参照してください。 

 

 Ｑ8：緊急事態だからという理由で、会社から、36協定の残業時間を超えて労働時間を延

長したいという要請がありました。 

 Ａ8：①原則は、36協定で定める「延長することができる時間」内に時間外労働を収める

必要がありますが、労基法 33条に基づき、「災害その他避けることのできない事

由」によって、臨時の必要がある場合には、事前に所轄労基署長の許可を受けれ

ば、36 協定で定める延長時間とは別枠で必要な限度において時間外労働をさせ、

あるいは休日に労働させることができます。 

②「災害その他避けることのできない事由」とは、災害、緊急、不可抗力その他客

観的に避けることのできない場合で、次の許可基準がありますので、参考にして

ください。 

     ・単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めない。 
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     ・急病、ボイラーの破裂その他人命または公益を保護するための必要は認める。 

     ・事業の運営を不可能ならしめるような突発的な機械の故障の修理は認めるが、

通常予見される部分的な修理、定期的な手入れは認めない。 

     ・電圧低下により保安等の必要がある場合は認める。 

   ③なお、労基法 33条に基づく時間外労働についても、当然ですが、会社は割増賃金

を支払う義務があります。 

 

４．出勤不可能 

Ｑ9：豪雨の影響（公共交通機関が機能していない等）で出勤できません。その場合、給

料はどうなりますか。 

Ａ9：①労働者が出勤できない場合、使用者には帰責事由がないので、原則として、労働

者には賃金請求権がありません。また、休業手当も、「使用者の責に帰すべき事

由による休業」の場合しか支払義務はありませんので、原則、使用者は給料を支

払う義務はありません。 

②しかし、交通機関の影響等で、やむを得ず出勤出来ない場合、就業規則や労働協

約で、会社の承認を受けた場合には欠勤扱いにしないという規定があれば、それ

に従うことになります。また会社が必要だと認める日数を有給で付与する災害特

別休暇を就業規則や労働協約で規定していれば、それに従うことになります。就

業規則や労働協約で特段の規定がない場合でも、会社の承認を受けた場合には欠

勤扱いにしないという労働慣行があれば、それに従うことになります。 

③就業規則や労働協約に特段の規定がなく、労働慣行も無い場合でも、事情を会社

に連絡し会社の承認を受けた場合は原則として欠勤扱いにしないことや特別有給

休暇とする特例措置を講じるよう、会社と協議する必要があります。 

 

Ｑ10：豪雨の影響により出勤できません。出勤しないことで、減給や降格などの懲戒処

分を受けることはあるのでしょうか。 

Ａ10：①豪雨が原因で欠勤する場合、豪雨は不可抗力であり、労働者に過失はないので、

労働者が労働契約上の債務不履行責任を負うことはありません。従って、豪雨を

原因とする欠勤を理由に解雇や減給、降格などの懲戒処分をすることはできませ

ん。 

②豪雨の影響で会社に出勤できない旨を、忘れずに事前に会社に連絡しておくこ

とも必要です。  

③なお、今回の豪雨のような不可抗力による欠勤の場合、一時金（賞与）等の支給

で出勤率を算定項目としている場合は、労働者に不利益にならないように会社と

協議しておく必要があります。 
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５．遅刻、早退 

Ｑ11：公共交通機関の影響で、出勤時間に間に合いません（あるいは早退しなければな

りません）。 

Ａ11：①上記４と同じ考えで、就業規則や労働協約、労働慣行を確認し、特段の定めが

なくても、事情を会社に連絡し会社の承認を受けた場合は原則として遅刻（早

退）扱いにしない特例措置を講じるよう、会社と協議する必要があります。 

   ②なお、Ａ10と同様に、豪雨が原因で遅刻や早退する場合、労働者に過失はない

ので、解雇や減給、降格などの懲戒処分をすることはできません。 

 

６．解雇 

 Ｑ12：豪雨の影響で避難し、しばらく業務を離れていましたが、突然解雇（雇止め）さ

れました。解雇は仕方ないのでしょうか。  

Ａ12：①期間の定めのない労働契約の場合、解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社

会通念上相当であると認められない場合は、その権利を濫用したものとして、

無効とされます（労働契約法第 16条）。  

②期間の定めのある労働契約の場合、使用者は、期間の定めのある労働契約につ

いて、やむを得ない事由がある場合でなければ、その契約期間が満了するまで

の間において、労働者を解雇することができません（労働契約法第 17条 1項）。  

③整理解雇（経営上の理由から余剰人員削減のためになされる解雇）については、

裁判例において、解雇の有効性の判断にあたり、以下の 4 つの事項が考慮され

ます。 1）人員整理の必要性（相当の経営上の必要性）、2）解雇回避の努力義

務の履践、3）被解雇者選定基準の合理性、4）解雇手続の妥当性（説明、協議

など）。  

④いずれにしても、合理化案件として、加盟組合、都道府県支部、部門、本部が

連携して対応しなければなりません。 

 

Ｑ13：事業所が豪雨により被災しました。復旧するまで一時的に離職することになりま

すが、事業再開後は同事業所に再雇用してもらう予定です。その場合、特別措置

で雇用保険の基本手当を受給できるそうですが、その内容を教えてください。 

Ａ13：①「災害救助法の適用地域における雇用保険の特別措置」（一時的に離職する場合

の特別措置）とは、災害救助法の適用地域の事業所が災害により事業が休止・

廃止したため、一時的に離職を余儀なくされた方について、事業再開後の再雇

用が予定されている場合であっても、雇用保険の基本手当を受給できるという

ものです（通常は再雇用が予定されていれば受給できません）。 

   ②受給するには会社から発行された雇用保険被保険者離職票等が必要になります。

基本手当の受給できる期間は、倒産・解雇等の理由で離職を余儀なくされた場
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合（特定受給資格者等）と同じく手厚い給付日数となります。 

③ただし、特別措置が適用されるには、一時的離職前１年間に雇用保険の被保険

者期間が 6 か月以上あることが必要です。また、この特別措置を利用して失業

給付を受給した場合、休業が終了して雇用保険被保険者資格を取得しても、当

該休業前の雇用保険の被保険者であった期間は通算されませんので、注意が必

要です。 

   ④特別措置が適用できるかは、被害の状況や事業を再開する使用者の意思や見込

み、休業期間、賃金の支払の状況等で決まりますので、まずは会社の考えを確

認する必要があります。 

   ⑤いずれにしても、合理化案件として、加盟組合、都道府県支部、部門、本部が

連携して対応しなければなりません。 

 

７．倒産 

 Ｑ14：豪雨の影響で、会社が倒産しましたが、給料や退職金が支払われません。 

 Ａ14：①倒産や事業停止のために、使用者が給料や退職金を支払えない場合、中小企業

については、政府が未払い賃金の一部を立替払いする制度があります。 

     ②いずれにしても、合理化案件として、加盟組合、都道府県支部、部門、本部が

連携して対応しなければなりません。 

 

（その他） 

〇今後の状況によっては、雇用保険のさらなる特別措置がとられる可能性もあります（平

成 28年熊本地震では、休業手当等を受けることができない場合であっても雇用保険の失

業給付を受給できる措置がとられました）。 

〇今後の状況によっては、雇用調整助成金についてもさらなる特例措置がとられる可能性

もあります（平成 28年熊本地震では、休業を実施した場合の助成率の引き上げ（中小企

業は 2/3から 4/5へ、大企業は 1/2から 2/3へ）などの措置がとられました）。 

 

 これらの動きを含めた最新情報は適宜発信します。 

以上 

 


